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１日当たりの県債の利子が大幅に減っている記述に
なっているが、公債費や県債残高はむしろ増えている。
この辺の関係がわからない。県債の発行額が減ったとし
ても公債費は県債残高との関係が強いのではないか。単
に金利（利率）が下がったことによるのか、借換えをし
たために利払いが減ったのだったとしたら正確ではない
し、これは田中知事が就任後に自らの意志として取り組
んだ功績でもない。
（県民　東信）

県債の利子が大幅に減ったのは、金利の低下に加
え､「県債の発行は極力抑制する」という明確な方
針に基づいて予算編成を行なってきたことによるも
のと考えています。

人件費総額の抑制について､超過勤務手当は､県職員の
働き方を見ても、組織がうまく機能していないためか無
駄な作業がかなり多いように思える。きちんとした組織
を確立するとともに、職員の資質の向上に努めることが
必要。最近では、かなり大幅な人事異動によるためか本
庁も現地機関も組織が機能していない。このようなこと
によって迷惑を被っているのは市町村であり住民である
ことを考えて欲しい。

（県民　東信）

超過勤務手当について、県の組織や職員の資質、
人事異動に関するご意見をいただいておりますが、
県の組織については、現在、再編案の検討を進めて
おり、効率的な組織の構築に努めてまいります。職
員の資質向上についても、職員の能力開発と意識改
革などを進めるため、新たな人事制度の構築を進め
ております。また、最近の人事異動についてのご指
摘については、業務の継続性に配慮しつつ、県政改
革のための適材適所を旨とした配置に努めていると
ころです。

信州モデル創造枠予算について不執行が多い。不採択
と決まるまでにかなりの時間を要し、さらに、その過程
が全く不透明だった。これに何10億もつぎ込むほど県の
財政は余裕があるのか。新たな産業構造への転換のため
の事業に取り組むことは大いに結構なことだが、「創造
枠」という蜜に各部局が（予算獲得のために）群がるの
ではなく、大きな柱をきちんと立ててからそれに沿った
事業に傾注投資していくことが必要。

（県民　東信）

本県では平成15年度から､「信州モデル創造枠予
算」を創設し、県民の皆さんから施策の一層の充実
を求められている､福祉・医療、環境、教育、産
業・雇用の４分野をはじめとする重点課題に積極的
に取り組むことにより､県民一人ひとりが十分な満
足が得られる社会の構築を目指しています。この執
行に当たっては、職員自ら取り組んだり、地域のみ
なさんの協力をいただき、様々な創意工夫により経
費を節約しながら一層効果を高めるとともに､予算
を使い切るという発想から脱却して取り組んだとこ
ろです。今後も､厳しい財政状況の中であっても、
新たな社会の構築に向けて、真に必要な分野に重点
的に財源を配分して効果が上がるよう、事業の精査
をしてまいりたいと考えております。

投資的経費（特に県単独）も単に切るだけではなく、
地域の実情や必要性を十分精査して予算化して欲しいと
考える。たとえば昨年の児童館予算のように市町村を裏
切るようなことだけは避けていただきたい。

（県民　東信）

 投資的経費については､地域の実情や必要性を十分
精査し､真に県民生活の必要な事業を予算化するよ
う､引き続き努めてまいります。

三位一体の改革による影響で、プログラムを見直すこ
とは必要であるが、更なる歳出削減に重点が置かれてお
り、歳入確保における県税収入の確保が表されていな
い。当初、プログラムにおいて雇用・税収確保として打
ち出された「長野モデル創造枠予算」の効果は見込めな
いのか。

（市町村）

今回のプログラム見直し案は､歳出削減策として
事業見直し､人件費の削減､公債費負担の平準化など
を行うとともに､臨時的財源の確保として特定目的
基金を活用するなどによって収支改善を図るもので
す。県税収入の確保については､今後、具体的な産
業政策を示しながら､県民の皆さんとともに産業活
性化・雇用創出策を積極的に展開してまいります。
（「長野モデル創造枠予算」は平成16年度から「信
州モデル創造枠予算」へ改称しています。）

財政改革推進プログラム見直し(案）に対するご意見・ご提言
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歳出削減の具体的内容が不明確。削減により直接市町
村への影響があるか心配。

一方的な切り捨ては住民生活に直接関わる市町村に
とっては負担増も予想され、より慎重に又住民合意の上
で対応して頂きたい。

（市町村）

今回のプログラム見直し案は､歳出削減策として
事業見直し､人件費の削減､公債費負担の平準化など
を行うとともに､臨時的財源の確保として特定目的
基金を活用するなどによって収支改善を図るもので
す。具体的な収支改善策は､毎年度の予算要求概要
とあわせて内容を公表してまいりますが､市町村の
皆さんに対して十分な説明を行い､ご意見をお聞き
した上で決定していきたいと考えております。

　安定した歳入確保を図る上からも個人住民税等の滞納
整理について市町村との連携を一層密にするとともに、
滞納整理専門組織の設置についても検討を進め、徴収対
策の強化による歳入確保を図る必要がある。

（市町村）

　個人住民税等の滞納整理については、県・市町村
共通の課題として取り組んでいるところです。平成
１３年度から、徴収事務の知識習得と技術向上を目
的とした「市町村税務職員実務研修制度」を開始
し、さらに、平成１５年度からは、「共同滞納整理
のための税務職員交流研修制度」を立ち上げ、県・
市町村の税務職員を相互に派遣し、滞納整理を行っ
ています。今後とも市町村の皆さんに参加を呼びか
け、制度の一層の充実を図っていきます。
　また、茨城県などで行っている滞納整理専門組織
の設置については、今年度、県及び市町村で組織す
る県税制研究会の中の「滞納整理専門組織あり方研
究部会」において検討を始めたところです。今後、
その具体化に向けて市町村の皆さんとともに準備を
進めていきます。

投資的経費の一層の削減は県民生活や県内経済・雇用
情勢を悪化させることのないように十分配慮すべきであ
る。

（市町村）

旧来型の大型公共事業から脱却し、県民に身近な
維持補修を中心とした公共事業へとシフトするとと
もに、２１世紀型の新しい雇用を創出する福祉・医
療、環境、教育の分野へと予算を傾注投資し、従来
から本県の経済を牽引してきた製造業、農林業、観
光業の分野を結びつけることにより、産業の活性
化・雇用の確保を図り県民一人ひとりが十分な満足
が得られる社会の構築を目指していきます。

４ページの完全失業率について､本県は従前から低い水
準にあったため､「こうした中で､完全失業率は全国で２
番目に低い状況となり､」は誤解を受けないか心配。そこ
で､「こうした中で、完全失業率は全国で２番目と低い水
準を維持し､」としてはいかがか。
（職　員）

　ご指摘のとおり修正します。

　財政再建団体への転落を考えれば、県職員人件費の抑
制は避けられない。自分自身の生活レベルを下げるつも
りで人件費抑制・民間パートタイマー雇用創出のための
新しい雇用形態（ワークシェアリング）を提案する。今
回の提案は雇用形態を変えるため、組合、県議会との関
係で無理だとしても、県職員から人件費抑制の意見を出
すことは意味がある。（職員の勤務時間､給与を半減し､
民間のパートタイマーを採用）

（職　員）

ご提言の中でも述べられているとおり、そのまま
の形で直ちに実現することは困難です。なお、この
たび地方公務員法等が改正され、定年退職が近づい
たなど一定の要件を満たす職員が、１週間の一部に
ついて休業を行い、この代替として短時間勤務など
多様な形態での就労を可能とする制度が導入されて
います。こういった制度の活用の検討を含めて、新
しい雇用形態の導入についての国の動向を注視して
いきたいと考えています。

2 ページ



ご　意　見　・　ご　提　言　の　内　容 ご意見等に対する見解及び対応

今回の見直し案では､歳入確保策として平成17,18年度
で５億円を見込んでいるが、信州モデル創造枠予算では
16～18年度で266億円を投入することへの検討とその反映
が曖昧なままとなっている。投資効果と雇用創出を反映
させた県税収入を見込むべきである。また､県税の確保の
ため､具体策を明確に打ち出すべき。

（職員組合）

　厳しい財政の制約の下にあっても縮み思考ではな
く､県民の皆さんにとって真に豊かな未来を切り拓
いていくため､財政改革の推進によって生み出され
る財源を、未来の信州の構築のために躍動感が感じ
られるような施策の展開に振り向けていくことが重
要です。県税収入の確保については､今後、具体的
な産業政策を示しながら､県民の皆さんとともに産
業活性化・雇用創出策を積極的に展開してまいりま
す。県税収入は景気動向に左右されるため、産業活
性化策により実際にどの程度県税収入の増加に反映
されるのか算定することは困難ですが、県内産業が
活性化し、県税収入の増加につながるよう取り組ん
でまいります。

人件費総額の抑制のために、職員数の削減とともに超
過勤務手当の削減も打ち出している。行政需要があるに
も拘わらず、職員数を大幅に減少させれば超過勤務が増
加することは必至。当局としての責任をもった業務精選
や､適正な勤務時間管理の手立てを講ずることなく､人員
削減や超過勤務手当予算の削減を行うことは見直すべ
き。また､諸手当の「徹底した見直し」を掲げているが、
単なる「民間準拠」ではなく､公務現場における手当創設
の経過や職員の勤務実態を正確に把握し、慎重に検討す
る必要がある。

（職員組合）

　職員数の削減は、庶務部門の統合による効率的な
組織の構築等を進めることによって行うものです。
超過勤務の縮減については、職員の健康の維持や福
祉の増進に資すること等から、これまでも積極的に
取り組んできたところですが、今後も様々な縮減策
を講じてさらなる事務の効率化や職員の意識改革に
一層積極的に取り組むことにより、この目標を達成
できるよう努めていきます。諸手当の見直しについ
ては、職員の勤務実態等を把握した上で、公務を取
り巻く環境や時代の変化を踏まえて、支給の必要性
や支給水準等について検討し、見直しを行うもので
す。

　人件費の歳出予算に占める割合は､全国的にも決して高
くない。財政危機の要因の一つである財政の硬直化は､人
件費に原因があるのではなく､公債費の増大にある。公債
費と県債の縮減､国から地方への税財源移譲など税財源シ
ステムの改革、県内産業の活性化・雇用創出による県税
収入の確保を一体として行わなければ、県財政の再建は
できない。

（職員組合）

　本県では､人件費・公債費・扶助費といった義務
費が歳出の半分以上を占める一方、自主財源の基幹
である県税の伸び悩みが続いていることから､財政
の硬直化が進んでいます。今後も、真に県民生活に
必要な事業を実施するために必要な範囲内で､将来
の財政負担をも考慮しながら､県債発行の抑制に努
めるとともに､産業活性化・雇用創出策を積極的に
展開してまいります。また､地方税財政制度の抜本
的な改革に向けて、国へ強く働きかけを行っていき
ます。

　長野モデル創造枠事業については､平成15年度決算の一
般会計で執行率88.5%と低調、中には執行率ゼロという事
業もあった。この事業には県職員の給与カット分も充て
られていることから、15年度予算の決定に大きな疑問を
抱かざるを得ない。県はこの長野モデル事業が真に必要
な事業であったのか､早急に検証を行い、その全容を明ら
かにするとともに､平成16年度事業についても再度検討を
行うべき。

（職員組合）

　信州モデル創造枠予算（「長野モデル創造枠予
算」は平成16年度から「信州モデル創造枠予算」へ
改称しています。）は､従来型の発想から脱却して
日本の改革をリードする新たな長野県を創るため、
福祉・医療、環境､教育、産業・雇用といった重点
分野の施策に加え、新たな視点や手法で先導的に県
民益を創出するための事業を展開するために創設し
たものです。この執行に当たっては、職員自ら取り
組んだり、地域のみなさんの協力をいただき、様々
な創意工夫により経費を節約しながら一層効果を高
めるとともに､予算を使い切るという発想から脱却
して取り組んだところです。今後とも真の県民益の
創出につながるよう､平成16年度予算の執行や17年
度以降の施策づくりに努めていきます。
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